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要   旨 

 

 本県では，平成３０年７月３日から８日にかけて，多い

ところで累積雨量６７６mmに到達するなど，県内各地で観

測史上初となる記録的な豪雨に襲われ，土石流や河川の氾

濫などにより多大な被害が発生しました。 

 すでに１００名を超える尊い命が奪われており，現在も

行方不明者の懸命な救助活動が行われているところですが，

被害が県下全域に及んでいることから未だ被害の全容は明

らかになっておりません。 

全壊や床上浸水など，家屋の被害も多く，学校や病院，

社会福祉施設，農業用施設，商工業施設等の被害も深刻と

なっております。 

さらに，高速道路・国道・地方道や鉄道も多くの箇所で

寸断されるなど，県民生活や経済活動の基盤となるあらゆ

るインフラに甚大な被害が生じています。 

このため，県内各地で，救助や復旧に向けた物資・人員

輸送，さらには日常生活にも大きな支障をきたしており，

今後，台風シーズンを迎える中，喫緊の安全確保にさえ，

重大な懸念が生じております。 

１ 



 

 

 

広域的な被害が発生した今回の事態に対応するためには，

政府の緊急かつ重点的な支援が不可欠であります。 

今回の豪雨災害は，被害が広範囲にわたる上に，その影

響も多岐にわたり，復旧に向けては，過去最大規模の費用

や時間が必要となることが見込まれております。 

県民の生活や経済活動が速やかに回復するよう，災害の

早期復旧等に向けて，政府の全力を挙げた御支援を賜りま

すようお願いいたします。 

２ 



１ 人命救助への支援について（警察庁・総務省・防衛省） 

 引き続き，行方不明者の捜索・救助に全力を挙げて支援をお願

いします。 

 

２ 被災者支援の円滑な実施について（各省共通） 

（１）酷暑を迎え，避難所で生活されている方をはじめとした被災

者は，非常に厳しい環境での生活や復旧作業を強いられている

ことから，安全・安心な生活の確保など，被災者への支援につ

いて，格段の配慮をお願いします。 

（２）また，こうした状況を踏まえた上で，今回の豪雨による被災

地の実情を勘案され，災害救助法及び被災者生活再建支援制度

の柔軟な運用や適用範囲の拡大をお願いします。 

（３）特に，被災された方は，自宅や応急仮設住宅等に移られた後

も，長期にわたる心身の手厚いケアが必要となってくるため，

戸別訪問による健康管理・精神保健活動についても，災害救助

法の対象とするなど，積極的な支援をお願いします。 

 

３ 人的・物的ネットワークの早期復旧について（各省共通） 

（１）住民生活の回復や被災地域への物資輸送，移動手段の早期確

保のため，広島呉道路・国道・地方道や，ＪＲ山陽本線・呉線・

芸備線・福塩線の早期復旧など，交通の円滑化に向けた支援を

お願いします。 

（２）特に，鉄道路線については，通勤・通学などの沿線住民の生

活維持や企業の生産活動をはじめとした県内経済に不可欠であ

り，早期復旧を図るために必要な復旧事業を鉄道災害復旧事業

費補助金の対象とした上で地方自治体の負担に対して財政措置

を行っていただくほか，迅速な復旧に向けたあらゆる支援をお

願いします。 

  

３ 



（３）また，公共交通機関の正常な運行が回復するまでの期間にお

いて，必要な生活交通を円滑に確保できるよう，地方自治体と

交通事業者が連携して実施する緊急措置的な代替交通の確保に

ついて必要な支援をいただくほか，新規路線の認可などについ

て，現行の制度にとらわれない柔軟かつ迅速な対応をお願いし

ます。 

 

４ 学校教育，医療，社会福祉，農林水産業等への支援について 

（文部科学省・厚生労働省・農林水産省） 

学校教育施設，病院，社会福祉施設，農林水産業施設等において，

土砂流入や浸水などにより甚大な被害が生じているため，早期に復

旧・再開できるよう，必要な支援をお願いします。 

 

５ 商工業への支援について（経済産業省） 

商業施設や工場等において，土砂流入や浸水等による甚大な被

害が生じているため，事業者が早期に施設復旧・事業再開できる

よう，熊本地震で適用されたグループ補助金と同様の制度適用な

ど，必要な支援をお願いします。 

 

６ 総合的な治水・土砂災害対策の推進について 

（農林水産省・国土交通省） 

（１）土砂・流木の流出による被害が発生している箇所については

今後も台風等による多くの降雨が予想される時期を迎えること

から，二次災害防止対策や応急対策の実施において，あらゆる

支援をお願いします。 

（２）二次災害防止対策や応急対策を含め，特に被害が大きい地域に

おいては，河川の治水対策と流出土砂対策を一体的に検討する専

門的知見と，工事実施について高度な技術力を要することから，

土砂災害専門家による調査など国の技術支援をお願いします。 

 

４ 



７ 国による災害関連緊急事業等の実施について（国土交通省） 

今回の豪雨による被災は，広域的かつ大規模なものであり，被災箇

所も多く，効果的に復旧事業を進めるためには，一体的で集中的な整

備や高度な技術が必要となることから，災害関連緊急砂防事業や道路

災害復旧事業等について，国の直轄事業等による実施をお願いします。 

 

８ 災害復旧事業等における採択基準の柔軟な適用等について 

（各省共通） 

原形復旧を目的とした災害復旧事業や，将来の安全性や防災に

資するような改良復旧事業について，査定を待たずに着手した工

事が適切に認定されるよう，採択基準の柔軟な適用や緩和等，格

段の配慮をお願いします。 

 

９ 防災・減災に資する総合的な対策の推進について 

（内閣府・総務省・農林水産省・国土交通省） 

（１）あらゆる災害の未然防止と発災後の迅速な対応のため，砂

防，河川，治山をはじめとした公共事業予算の増額や補助率の

拡充等の財政支援について，格段の配慮をお願いします。 

（２）土砂災害警戒区域や浸水想定区域等の指定後において，実際

の住民の危険回避行動につながる取組を国として強化するほか，

地方自治体の取組への支援制度を創設し，継続的な支援を行う

ようお願いします。 

 

10 ため池に関する総合的な対策の実施について（農林水産省） 

農業用ため池数は全国で２番目に多く，これらの過半は造成から１０

０年以上経過するなど老朽化しており，今後とも，決壊等による災害の

発生が想定されることから，廃止を集中的かつ円滑に進めるため，関係

法令の改正，手続きの簡素化及び必要な予算の確保をお願いします。 

また，引き続き利用するため池の補強等に必要な関連予算の拡

充等について，格段の配慮をお願いします。  

５ 



11 災害廃棄物等の処理について（農林水産省・国土交通省・環境省） 

（１）膨大な災害廃棄物が発生しているため，被災市町が実施する

災害等廃棄物処理事業について，適正かつ迅速に処理できるよ

う，あらゆる支援をお願いします。 

特に，家屋の解体・撤去費用について，熊本地震時と同様に，

半壊以下の家屋についても災害等廃棄物処理事業の対象とする

ようお願いします。 

（２）災害により生じた大量の土砂の迅速な処理を進めるため，盛

土補強材による処理施設の改良について，補助制度の対象とな

るよう制度の拡充をお願いします。 

（３）民有地に堆積した土砂等の撤去について，国土交通省所管及

び環境省所管補助制度の対象が，それぞれ撤去作業の一部に限

定されていることから，一連の撤去作業にかかるすべての費用

について補助対象とするとともに，堆積土砂量の規模要件を緩

和するなど，省庁の垣根を越えた包括的な補助制度の整備や要

件緩和などをお願いします。 

（４）災害に伴って発生した漂流・漂着物や海底の堆積物の回収・処

理について，国の費用負担により，緊急に実施してください。 

（５）災害廃棄物の処理について，平成２９年７月九州北部豪雨と同

様，届出により，産業廃棄物安定型最終処分場を一般廃棄物最終

処分場とみなす特例措置を講じるようお願いします。 

 

12 観光産業への支援について（経済産業省・国土交通省） 

災害発生後，落ち込んできている旅行需要を一日も早く回復さ

せるため，熊本地震で適用された「ふっこう割」と同様の制度を

適用いただくなど，誘客に向けた支援をお願いします。 

  

６ 



13 国の補正予算編成や地方交付税等による財政支援の実施につ

いて（各省共通） 

被災者の救援，災害復旧等に多額の経費を要することから，こ

れらに全力で確実に取り組めるよう，東日本大震災や熊本地震の

際の措置も踏まえ，国において必要な補正予算を編成いただくと

ともに，災害復旧事業及び災害関連事業予算の確保や特別交付税

の特例的な増額配分に特段の配慮や積極的な財政支援をお願いし

ます。 

  

７ 



 


